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ここにもICTとDX（デジタル変革）で拓かれる、うちなーの未来

約３年間にわたって猛威を振るった新型コロナウイルスによって、沖縄の社会

経済活動は大きな打撃を受けました。しかし、発生初期と比較して重症度が低下

していることから、本年５月にはこれまでの「２類相当」から「５類」へと移行

され、行動制限等の緩和により、停滞していた社会経済も正常化に向けて動き出

しつつあります。

政府は、コロナ後の新しい日本を創り上げるための挑戦として、「新しい資本

主義」の実現を目指し、そのための成長戦略の最も重要な柱として、「デジタル

田園都市国家構想」を掲げています。同構想は、高齢化や過疎化などの社会課題

に直面する地方においてデジタル技術を活用することで、地方を活性化し、持続

可能な経済社会を実現することで、地方からのボトムアップの成長を図ろうとす

るものです。

総務省では、同構想実現のためには、光ファイバ、５Ｇ、データセンター／海

底ケーブル等のデジタル基盤の整備が不可欠であるとして、「デジタル田園都市

国家インフラ整備計画」を策定し取り組んでいますが、インフラ整備等に関する

取り組みを一層強化するため、本年４月には同計画を改訂してデジタル基盤整備

を進めています。

こうした中、沖縄総合通信事務所では、今年度の重点施策となる「ここにもICT

とDX（デジタル変革）で拓かれる、うちなーの未来」をめざし、５Ｇを始めとし

た情報通信インフラ整備やデジタルの活用による様々な課題の解決を支援し、地

域のすべての皆さまがデジタル化のメリットを生活の中に取り込み、よりよい未

来の創造につなげられるよう取り組んでまいります。

令和５年度 沖縄総合通信事務所重点施策



・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・デジタル基盤の整備等

・・・・・・・・・・・災害時における情報通信ネットワークの確保

・・・・・・・・・・・・地域の課題を解決するためのデジタル実装等

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・サイバーセキュリティの確保

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・デジタル人材の育成・確保

・・地域における電気通信サービスや信書便の利用環境、誰一人取り残さないための取組み

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・電波有効利用の促進

・・・・・・・重要無線通信妨害対策及び不法無線局等の対策

電波を安心・安全に利用するための周知・啓発 ・・・・・・・船舶の安全航行のための無線通信システムの普及促進
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・・・・・・・・・・・・情報通信行政の適正かつ効率的な実施 24

・・・・・・・・電波を安心・安全に利用するための周知・啓発 22



1

2



3

4



5

6



7

8

2022
DeGO(Drone Guardians of Ocean)

2020

2019

2018

◉◉



9

10



11

12



13

.

.

.

.

14



15

CATV

0.5

16



17

18

↑



19

MIC-TEAM

20



21

22



23

( )
1 2 3

1,266 1,258 562 9,079

( )
1 2 3

1,185 1,144 343 6,196

24



管内の地域情報化推進施策等の状況 資－１

管内の主なＩＣＴ指標 資－２

放送局周波数一覧（ＴＶ） 資－３

放送局周波数一覧（ラジオ） 資－４

無線局種別割合等 資－５

無線従事者免許取得状況等 資－６

不法無線局の出現件数の推移 資－７

混信・妨害等申告件数の推移 資－８

令和４年度行政相談件数 資－９
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情報通信に関するご相談については、こちらになります。

○ 沖縄総合通信事務所（代表）

○ ICT全般に関するご相談

○ 電波利用料の徴収に関するご相談

○ 地域情報化に関するご相談

○ 電気通信サービスに関するご相談

○ 地方公共団体のICTを利用した災害対策
に関するご相談

○ テレビ・ラジオの受信障害に関するご相談

○ サイバーセキュリティに関するご相談

○ 無線局・無線従事者の免許に関するご相談

○ 電波利用料制度に関するご相談

○ 不法無線局、混信・妨害等に関するご相談

○ 信書便事業に関するご相談

（098）865-2300

（098）865-2390

（098）865-2303

（098）865-2304

（098）865-2302

（098）865-2300

（098）865-2307

（098）865-2302

（098）865-2305

（098）865-2315

（098）865-2308

（098）865-2388

所在地：〒900-8795
沖縄県那覇市旭町１－９
カフーナ旭橋Ｂ街区５Ｆ

沖縄総合通信事務所ホームページ

https://www.soumu.go.jp/soutsu/okinawa/
カフーナ旭橋 B街区 ５F
総務省沖縄総合通信事務所

琉球銀行
本店




